
社会福祉法人名　　社会福祉法人　愛光会

借入金明細書

(自)令和5年4月1日　(至)令和6年3月31日

別紙３(①)

（単位：円）

期首残高 当期借入金 当期償還額
① ② ③

当期支出額 利息補助金収入 種類 地番または内容 帳簿価額

0 100,000,000

0 165,634,924

0

0

42,185,000

(3,540,000)

42,185,000

(3,540,000)

42,185,000

(3,540,000)

 （注）役員等からの長期借入金、短期借入金がある場合には、区分を新設するものとする。

（担保なし）
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社会福祉法人名　　社会福祉法人　愛光会

補助金事業等収益明細書

(自)令和5年4月1日　(至)令和6年3月31日

別紙３(③)

（単位：円）

ケアハウス友

松山市　事務費補助金 12,982,000 12,982,000 12,982,000

12,982,000 12,982,000 12,982,000

松山市　社会福祉施設等物価高騰対策支
援金 120,000 120,000 120,000 120,000

愛媛県　医療・福祉施設食材費高騰対策
応援金 90,000 90,000 90,000 90,000

愛媛県　第2弾医療・福祉施設食材費高騰
対策応援金 192,000 192,000 192,000 192,000

0 0

402,000 402,000 402,000 402,000

13,384,000 13,384,000 402,000 13,384,000

（注）１．「区分」欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は「介護事業」、老人福祉事業の補助金事業収益の場合は「老人事業」、児童福祉事業の補助金事業収益の場合は「児童事業」、

　　　　　保育事業の補助金事業収益の場合は「保育事業」、障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は「障害事業」、生活保護事業の補助金事業収益の場合は「生活保護事業」、

　　　　　医療事業の補助金事業収益の場合は「医療事業」、○○事業の補助金事業収益の場合は「○○事業」、借入金利息補助金収益の場合は「利息」、施設整備等補助金収益の場合は「施設」、

　　　　　設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は「償還」と補助金の種類がわかるように記入すること。

　　　　　　なお、運用指針別添３「勘定科目説明」において「利用者からの収益も含む」と記載されている場合のみ、「補助金事業に係る利用者からの収益」欄を記入するものとする。

　　　２．「交付金額等合計」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と整合するものとする。

　　　　　また、「交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳」の「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。
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社会福祉法人名　　社会福祉法人　愛光会

基本金明細書

(自)令和5年4月1日　(至)令和6年3月31日

別紙３(⑥)

（単位：円）

ケアハウス友

前年度末残高 116,769,000 116,769,000

第一号基本金 116,769,000 116,769,000

第二号基本金

第三号基本金

当期組入額

計

当期取崩額

計

当期組入額

計

当期取崩額

計

当期組入額

計

当期取崩額

計

当期末残高 116,769,000 116,769,000

第一号基本金 116,769,000 116,769,000

第二号基本金

第三号基本金

（注）１．「区分並びに組入れ及び取崩しの事由」の欄に該当する事項がない場合には、記載を省略する。

　　　２．①第一号基本金とは、注解（注12）（１）に規定する基本金をいう。

　　　　　②第二号基本金とは、注解（注12）（２）に規定する基本金をいう。

　　　　　③第三号基本金とは、注解（注12）（３）に規定する基本金をいう。

　　　３．従前及び今回の改正において特例により第一号基本金・第二号基本金の内訳を示していない

　　　　法人では、合計額のみを記載するものとする。
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社会福祉法人名　　社会福祉法人　愛光会

国庫補助金等特別積立金明細書

(自)令和5年4月1日　(至)令和6年3月31日

別紙３(⑦)

（単位：円）

国庫補助金
地方公共団体

補助金
その他の団体
からの補助金

ケアハウス友

127,263,817 127,263,817

松山市　社会福祉施設等物価高騰対策
支援金

120,000 120,000 120,000

愛媛県　医療・福祉施設食材費高騰対
策応援金

90,000 90,000 90,000

愛媛県　第2弾医療・福祉施設食材費
高騰対策応援金

192,000 192,000 192,000

0 0

当期積立額合計 0 402,000 402,000

サービス活動費用の控除項目と
して計上する取崩額

5,132,842 5,132,842

特別費用の控除項目として計上
する取崩額

器具及び備品除却

当期取崩額合計 5,132,842 5,132,842

122,532,975 122,532,975

（注）サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産の減価償却相当額等の取崩額を記入し、特別費用の控除項目

    として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産が売却または廃棄された場合の取崩額を記入する（注解（注10）参照）。
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基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

(自)令和5年4月1日　(至)令和6年3月31日

別紙３(⑧)

（単位：円）
社会福祉法人名　社会福祉法人　愛光会
拠点区分　　　　ケアハウス友拠点

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

うち国庫補助
金等の額

基本財産（有形固定資産）

土　　　地 100,000,000 25,000,000 0 0 0 0 0 0 100,000,000 25,000,000 0 0 100,000,000 25,000,000

建　　　物 173,232,154 101,258,567 0 0 7,597,230 4,423,582 0 0 165,634,924 96,834,985 165,694,876 97,865,015 331,329,800 194,700,000

基本財産合計 273,232,154 126,258,567 0 0 7,597,230 4,423,582 0 0 265,634,924 121,834,985 165,694,876 97,865,015 431,329,800 219,700,000

その他の固定資産（有形固定資産）

建物 96,140 88,444 0 0 6,160 5,667 0 0 89,980 82,777 20,020 18,418 110,000 101,195

車輌運搬具 294,715 0 0 0 294,714 0 0 0 1 0 1,178,859 0 1,178,860 0

器具及び備品 3,081,973 916,806 363,000 0 1,025,579 301,593 1 0 2,419,393 615,213 17,420,601 3,600,613 19,839,994 4,215,826

その他の固定資産（有形固定資産）計 3,472,828 1,005,250 363,000 0 1,326,453 307,260 1 0 2,509,374 697,990 18,619,480 3,619,031 21,128,854 4,317,021

その他の固定資産（無形固定資産）

   有形リース資産 688,706 0 1,782,000 0 306,788 0 0 0 2,163,918 0 473,442 0 2,637,360 0

権　　　利 38,000 0 0 0 0 0 0 0 38,000 0 210,000 0 248,000 0

ソフトウェア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 113,400 0 113,400 0

無形リース資産 1,210,440 0 0 0 691,680 0 0 0 518,760 0 2,939,640 0 3,458,400 0

預　託　金 9,790 0 0 0 0 0 0 0 9,790 0 0 0 9,790 0

その他の固定資産（無形固定資産）計 1,946,936 0 1,782,000 0 998,468 0 0 0 2,730,468 0 3,736,482 0 6,466,950 0

その他の固定資産計 5,419,764 1,005,250 2,145,000 0 2,324,921 307,260 1 0 5,239,842 697,990 22,355,962 3,619,031 27,595,804 4,317,021

基本財産及びその他の固定資産計 278,651,918 127,263,817 2,145,000 0 9,922,151 4,730,842 1 0 270,874,766 122,532,975 188,050,838 101,484,046 458,925,604 224,017,021

将来入金予定の償還補助金の額

差　　引 127,263,817 0 4,730,842 0 122,532,975

（注） 1.　「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。

  　　　　　　ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の

  　　　　　「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と一致することが確認できる。

　　 　2.　「当期増加額」には減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

減価償却累計額（Ｆ）
期末取得原価

（Ｇ＝Ｅ＋Ｆ）

摘要資産の種類及び名称

期首帳簿価額（Ａ） 当期増加額（Ｂ） 当期減価償却額（Ｃ） 当期減少額（Ｄ）
期末帳簿価額

（Ｅ＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ）



社会福祉法人名　　社会福祉法人　愛光会
拠点区分　　　　　ケアハウス友拠点

引当金明細書

(自)令和5年4月1日　(至)令和6年3月31日

別紙３(⑨)

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 8,523,000 1,467,000 85,000 0 9,905,000

賞与引当金 1,536,797 1,434,517 1,536,797 0 1,434,517

計

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、退職給付の支払を

　伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は当期減少額（その他）の欄に括弧書きで

　その金額を内数として記載するものとする。

摘　要期末残高当期増加額科　　目
当期減少額

期首残高
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